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第一部 【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(注) 1.当社は連結財務諸表を作成していないので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」は記載していません。 
2.売上高には、消費税等(以下同様)は含まれていません。 
3.平成１４年９月期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、1株当たりの各数値(配当額は除く)の計算につい

ては、発行済株式数から自己株式数を控除して算出しています。 
4.潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していません。 
5.平成１５年９月期から、1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に当たっ

ては、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第2号)及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第4号)を適用しています。 

回  次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 

決算年月 平成13年9月 平成14年9月 平成15年9月 平成16年9月 平成17年9月 

売上高 (百万円) 17,295 17,684 15,898 12,537 19,675

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) 796 375 188 △743 186

当期純利益 
又は当期純損失（△） 

(百万円) 392 169 119 △474 76

持分法を適用した場合の 
投資利益又は投資損失(△) 

(百万円) ― ― △95 117 △1,015

資本金 (百万円) 955 955 955 955 955

発行済株式総数 (千株） 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

純資産額 (百万円) 19,654 19,672 19,647 19,099 19,298

総資産額 (百万円) 28,170 27,144 25,979 25,919 26,861

1株当たり純資産額 (円) 1,310.33 1,312.28 1,337.04 1,301.25 1,316.05

1株当たり配当額 
(円) 

8 8 8 5 5

(内1株当たり中間配当額) ( ―) ( ―) ( ―) ( ―) ( ―)

1株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) 26.18 11.33 7.03 △32.35 5.22

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 69.8 72.5 75.6 73.7 71.8

自己資本利益率 (％) 2.0 0.9 0.6 △2.5 0.4

株価収益率 (倍) 8.71 21.01 39.83 ― 113.98

配当性向 (％) 30.6 70.6 113.8 ― 95.78

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,758 550 △395 △661 △1,857

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 183 770 △1,032 45 381

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △89 △209 △236 △169 △79

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 4,571 5,682 4,017 3,232 1,676

従業員数 (人） 356 313 295 278 279



2【沿革】 

  

         明治３９年 ３月    川岸太一郎が川岸工業所を大阪市に創立 

         昭和１１年 ５月    九州に進出、戸畑市に出張所を設置 

           ２２年 ３月    川岸工業株式会社を設立 

           ３３年 ２月    本社を福岡市に移転 

           ３６年 ８月    川岸鉄工株式会社を合併 

           ３６年 ９月    東京支店を設置 

           ３７年 １月    東京証券取引所市場第二部及び福岡証券取引所市場に上場、東京都中央区に本社を移転 

           ３７年１２月    山口県徳山市に徳山工場を新設 

           ３８年 ５月    千葉県柏市に千葉第一工場を新設 

           ４１年 ７月    大阪府羽曳野市に大阪工場を新設 

           ４２年１２月    大阪支店及び広島支店を開設 

           ４３年 ４月    千葉県柏市に千葉第二工場を新設 

           ４４年 ７月    本社を東京都港区に移転 

           ４５年１２月    千葉県東葛飾郡沼南町に千葉第三工場を新設 

           ４６年 ５月    千葉工作株式会社を合併 

           ４６年 ９月    千葉県市原市に市原工場を新設 

           ５０年 ５月    岡山県笠岡市に岡山工場を新設 

           ６０年 ３月    千葉県山武郡松尾町に千葉第五工場を新設 

           ６０年 ６月    川岸工事㈱設立に際し出資 

         平成 ３年 ９月    茨城県結城郡千代川村に筑波工場を新設 

            ５年１１月    市原工場を閉鎖 

           １１年 ６月    山口県下松市に山口工場を新設、徳山工場を閉鎖 

           １２年１２月    千葉第二工場を操業中止 

           １３年１０月    千葉県柏市に川岸プランニング株式会社を設立 

  １４年１１月    株式会社サクラダと資本・業務提携 

１５年１０月    山口県下松市に中国支店を開設、広島支店を広島営業所と改称 

１０月    福岡証券取引所上場廃止 

  

  



3【事業の内容】 

当社グループは、当社および子会社2社で構成されております。 

当社の主な事業は、鉄骨・橋梁等鋼構造物の設計、製作および現場施工であります。 

子会社の川岸工事株式会社は、当社が受注した鉄骨工事のうち、主に東日本での施工工事について、現場施工を、 

川岸プランニング株式会社は設計業務を担っております。 

当社は平成３年にプレキャストコンクリート事業を開始し、建築用プレキャストコンクリート製品の製造、販売 

および取付工事を営んでおります。 

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

  

  

4【関係会社の状況】 

  

（注）１．有価証券報告書を提出しています。 
２．議決権の所有割合は、同社の平成１７年３月期の総議決権個数を基準に算出しております。 
３．債務超過会社。債務超過の金額は、平成１７年９月末時点で7,391百万円であります。 

 

名 称 

  

住 所 

  

資本金 

（百万円） 

主 要 な 

事業の内容 

議決権の所有 

（又は被所有） 

割合(%) 

関係内容 

（関連会社） 

㈱サクラダ 

千 葉 市 

美 浜 区 
3,801 

橋梁・鉄構物の設

計、製作、組立、据

付ならびに販売 

33.7 

平成14年10月、株式会社

サクラダと資本・業務提

携契約を締結 



  

5【従業員の状況】 

 (1) 提 出 会 社 の 状 況 

（平成１７年９月３０日現在） 

(注) 1. 従業員数は就業人員であります。 
2. 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。 

  

 (2) 労 働 組 合 の 状 況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

従 業 員 数（人） 平 均 年 齢（歳） 平 均 勤 続 年 数（年） 平 均 年 間 給 与（円） 

２７９ ４２．１ １４．７ ４，９１６，７９８ 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)        業 績 

昨年度の鉄骨需要量は、首都圏の再開発工事、ＩＴ関連の工場建設などが活発であったことを背景に７百万トン台に回復しま

した。首都圏は大型工事がピークを越えましたが、量的には底堅い需要が予想されること、関西、九州などで大型物件の着工が予

定されていること等から、本年度も昨年並みの鉄骨需要量が見込まれます。需要量の増加は需給バランスの変化をもたらし、価格

の改善に寄与しております。 

当社は、環境の変化を営業損失からの脱却、利益の確保につなげるべく、努力を行ってまいりました。 

当期の受注高は、前期比で23.1％増加し、21,391百万円となりました。 

当期末の受注残高は、前期末比で13.3%増加し、14,604百万円となりました。 

受注増にともない、完成工事高は前期比で56.9%増加し、19,675百万円となりました。 

（鉄骨・橋梁事業）

 

主な受注工事は、(仮称)ＴＡビル、東京ベイコート倶楽部Ａ工区、大崎駅東口第３地区第一種市街地再開発事業業務

棟、東京医科歯科大学医歯学総合研究棟Ⅱ期新営その他、東京ミッドタウンプロジェクトＡ棟、同Ｂ棟、岡山山陽新聞社新

社屋および新丸の内ビルであります。 

主な完成工事は、(仮称)ＴＡビル、エルピーダ東広島、三菱商事丸の内新オフィスビル、大井清掃工場プラント更新、東

京ミッドタウンプロジェクトＢ棟および東京ＰＣＢ廃棄物処理施設であります。 

（プレキャストコンクリート事業） 

主な受注工事は、芝浦アイランドＡ２街区およびジェントルエア神宮前であります。 

主な完成工事は、白金一丁目東地区第一種市街地再開発事業および錦糸町開発計画住宅棟であります。 

当期の営業損益は、前期末の低採算未成工事が完成計上されており、70百万円の営業損失となりました。（前期は978百万円の

営業損失）下半期単独では採算改善の効果が表れ、営業黒字に達しております。 

営業外損益は、受取利息配当金の増等により黒字幅が前期比21百万円拡大し、257百万円となりました。 

結果として、186百万円の経常利益となりました。（前期は743百万円の経常損失） 

特別損益を加え、169百万円の税引前当期純利益となりました。 

当期純利益は76百万円となりました。（前期は474百万円の当期純損失） 

 (2) キャッシュ・フローの状況
 

営業活動によるキャッシュ・フローは、完成工事高の大幅な増加により、売上債権が膨らんだことにより、1,857百万円の資金

減少となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還等により、381百万円の資金増加となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により、79百万円の資金減少となりました。 

以上の結果、「現金及び現金同等物」は1,555百万円減少し、当期末残高は1,676百万円となりました。 

(注)金額については、消費税抜きで記載しています。(以下同様)
 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

(注)1. 生産実績は、契約高に出来高比率を乗じて算出しています。 

2. 生産高には、外注生産を含んでいます。 

  

(2) 受注状況 

イ．受注高 

  

ロ．受注残高 

  

 

 
 前 事 業 年 度

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当 事 業 年 度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

製品別 
数 量 

（屯・m3) 

金 額 

（千円） 

構成比 

（%） 

数 量 

（屯・m3) 

金 額 

（千円） 

構成比 

（%） 

鉄 骨 86,712 12,838,419 91.9 90,248 18,529,900 93.1 

橋 梁 53 115,461 0.8 283 318,493 1.6 

計 86,765 12,953,881 92.7 90,531 18,848,393 94.7 

プレキャスト 
コンクリート 

19,502 1,017,347 7.3 20,715 1,052,873 5.3 

合 計 ― 13,971,228 100.0 ― 19,901,267 100.0 

 
 前 事 業 年 度

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当 事 業 年 度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

製品別 
数 量 

（屯・m3) 
金 額 

（千円） 
構成比 

（%） 
数 量 

（屯・m3) 
金 額 

（千円） 
構成比 

（%） 

鉄 骨 98,592 15,818,084 91.0 92,448 20,191,759 94.4 

橋 梁 255 286,107 1.7 74 91,307 0.4 

計 98,847 16,104,191 92.7 92,523 20,283,067 94.8 

プレキャスト 
コンクリート 

25,744 1,277,168 7.3 21,167 1,108,678 5.2 

合 計 ― 17,381,359 100.0 ― 21,391,745 100.0 

 
 前 事 業 年 度

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当 事 業 年 度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

製品別 
数 量 

（屯・m3) 
金 額 

（千円） 
構成比 

（%） 
数 量 

（屯・m3) 
金 額 

（千円） 
構成比 

（%） 

鉄 骨 72,711 11,847,027 91.9 60,910 13,338,857 91.3 

橋 梁 255 278,000 2.2 ― ― ― 

計 72,966 12,125,027 94.1 60,910 13,338,857 91.3 

プレキャスト 
コンクリート 

16,140 763,120 5.9 24,830 1,266,000 8.7 

合 計 ― 12,888,147 100.0 ― 14,604,857 100.0 



(3) 販売実績 

   (注) 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高およびその割合は、次のとおりであります。 

  

  

 
 前 事 業 年 度

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当 事 業 年 度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

製品別 
数 量 

（屯・m3) 
金 額 

（千円） 
構成比 

（%） 
数 量 

（屯・m3) 
金 額 

（千円） 
構成比 

（%） 

鉄 骨 80,193 11,768,697 93.9 104,250 18,699,929 95.0 

橋 梁 8 78,107 0.6 329 369,307 1.9 

計 80,201 11,846,804 94.5 104,579 19,069,236 96.9 

プレキャスト 
コンクリート 

13,362 690,662 5.5 12,477 605,798 3.1 

合 計 ― 12,537,466 100.0 ― 19,675,034 100.0 

  第58期 鹿島建設㈱ 2,101,007 千円 16.8％ 

    ㈱大林組 1,924,232 千円 15.4％ 

    タイメック㈱ 1,788,539 千円 14.3％ 

    大成建設㈱ 1,452,119 千円 11.6％ 

            

  第59期 鹿島建設㈱ 3,789,828 千円 19.3％ 

    大成建設㈱ 2,946,928 千円 15.0％ 

    ㈱大林組 2,745,316 千円 14.0％ 

    ㈱アルテス 2,537,590 千円 12.9％ 



３【対処すべき課題】 

足元では、鉄骨需要の回復および市況の改善にともない、経営環境が好転しておりますが、鋼橋上部工事の受注減の影響

による競争の激化、市況の軟化が懸念されるなど、必ずしも事業性の回復を楽観できる状況ではありません。 

当社は、市況改善にのみ期待することなく、経営構造の改善に努めてまいります。一昨年策定いたしました経営改善計画

の進捗状況は次のとおりであります。 

  

  

４【事業等のリスク】 

当社の経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスク要因については以下のものがあります。 

(1)  事業環境について
 

当社の主力製品である建築鉄骨は、オフィスビル、工場、商業施設、公共施設等に使用されます。需要家区分では、民間向

けが主であります。 

したがって、当社の業績は民間の建築投資の動向により影響を受ける可能性があります。 

(2)  完成工事未収入金等の債権回収リスクについて
 

当社の主な顧客は総合工事業者（いわゆる「ゼネコン」）であります。決済条件の関係から未成工事の収支差を加えた「広

義」の売上債権は多額となっております。成約および決済条件の約定に際しては、顧客の信用状態に十分留意することを旨

としております。 

(3)  関連会社である株式会社サクラダの財政状態等について
 

当社の関連会社である株式会社サクラダは、平成１７年１１月３０日発表の平成１８年３月期の中間決算によれば、７３億

９１百万円の債務超過になっております。 

その結果、当社の「持分法を適用した場合の投資損益の金額」は、△１０億１５百万円となります。（36頁「持分法損益

等」を参照） 

同社の平成１８年３月期の業績予想によれば、取引金融機関に対し約８９億円の債権放棄を要請しており、応諾されれば、

債務超過が解消されるとの見込みであります。 

当社への影響は、有価証券報告書提出日現在、不明であります。 

項 目 進 捗 状 況 

① 生産体制の集約 
需要動向を考慮した結果、想定した製品に特化させる効果が得られないと判断し、

計画を中止しました。 

② 
本社及び工場の管理部門

統合 

ⅰ.昨年10月本社総務、経理、資材各部門を千葉第一工場に移転、工場の同部門と統

合し、共通業務を集約。本年、4月千葉第三工場および千葉第五工場について同様

の措置を行いました。 

ⅱ その他の部門についてもスリム化を検討中。 

③ システム化による効率化 

ⅰ.工作図作成作業の生産性向上のため、昨年4月東京支店のＣＡＤシステムをリプ

レース。 

ⅱ.鋼材の予算、発注、入・出庫管理業務の一貫システムを導入する。（本年9月予

定で開発作業を進めておりましたが、Ｈ.18.3月に延期） 

ⅲ.シヤリング会社に対する厚鋼板の切断指示の方法を、現寸型板(フィルム等)送付

による方法から電磁データ送信による方法に改め、コスト削減、納期短縮を図

る。（Ｈ.18.3月稼動予定） 

ⅳ.管理会計システムを導入し、月次工場損益の計算等の効率化を図る。（Ｈ.18.9月

予定） 

④ 
プレキャストコンクリー

ト生産品目の高級化 

ⅰ.昨年2月、高強度コンクリート製造設備を新設。品質の実証を経て、既に、高強

度コンクリートを含む物件の受注に実績。品質改善、コスト削減の研究を継続す

る。 

ⅱ.ＰＣ鋼線入り土木部材への展開の可能性調査を開始予定。 



５【経営上の重要な契約等】 

当事業年度において、経営上の重要な契約等はありません。 

６【研究開発活動】 

当社が、鉄骨の設計・製造・施工および製作工程管理に関し蓄積してきた要素技術およびノウハウは、豊富かつ多様であり

ます。プレキャストコンクリート(ＰＣ)事業においても、その技術力が評価され信頼を得るに至っております。 

最近、鉄骨とＰＣ両者の長所を生かす「ハイブリッド」な構法が注目されつつあります。 

当社保有技術の相乗効果が発揮できる分野であり、この構法に適合する製造技術の開発に取り組んでおります。 

又、プレキャストコンクリート生産品目の高級化に取り組んでおります。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)  財政状態の分析 

当事業年度末の資産合計額は、前期に比べて、９億４２百万円増の２６８億６１百万円となりました。 

流動資産は、完成工事高の大幅な増加により、売上債権が膨らんだ結果、１２億１３百万円の増となりました。 

固定資産は、繰延税金資産の減少により、２億７０百万円の減となりました。繰延税金資産に関しましては、将来の回収可

能性を充分に検討し、計上しております。 

流動負債は、受注増による工事未払金の増加等により、７億３３百万円の増となりました。 

資本は、前期に比べて、１億９８百万円の増となりました。その他有価証券評価差額金の２億円の増加と、当期未処分利益

７７百万円（前期は３億３７百万円の当期未処理損失）、及び前期利益処分による積立金の減が原因であります。 

  

(2)  経営成績の分析 

当期は、鉄骨需要の回復および市況の改善にともない、経営環境が好転し、前期の７億４３百万円の経常損失から、１億８

６百万円の経常利益となりました。 

しかしながら、足元では、鋼橋上部工事の受注減の影響による競争の激化等市況の軟化が懸念されます。 

当社は、これらの状況を踏まえて、地道に経営構造の改善に努めてまいりたいとおもいます。 

  

  



第３【設備の状況】
 

 １【設備投資等の概要】 

当期中における設備投資は、機械設備の更新で、総額６２百万円であります。 

 ２【主要な設備の状況】
 

  (1)提出会社 
                                平成17年9月30日現在 

（注）１．帳簿価額に建設仮勘定は含まれていません。 
２．土地の面積欄中（   ）内は、賃借中のもので外書きで示しております。 
  又、〔   〕は賃貸中のもので内書きで示しております。 
３．その他の主なものは、次のとおりであります。 
  静岡県伊東市（土地）16,377㎡ 117百万円、千葉県市原市（土地）11,303㎡ 107百万円 
  山口県徳山市（土地）23,613㎡ 86百万円 
４．リース契約による賃借設備のうち主なものは次のとおりであります。 

５．金額には、消費税は含まれていません。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

(2)重要な設備の除却等 

       該当事項はありません。 

事業所(所在地) 設備の内容 

帳簿価額(百万円) 

従業員

(人) 
摘要 建物・

構築物 

機械装置 

車両運搬具 

工具器具備品 

土地 
合計 

面積(㎡) 金額 

本 社 
(東京都港区) 

営業・工務 ― 4 ― ― 4 52   

千葉第一工場 
(千葉県柏市) 

事務 
鋼構造物 
生産設備 

414 219 
(9,800)

79,630 
〔290〕 

847 1,480 117   

千葉第三工場 
(千葉県柏市) 

鋼構造物 
生産設備 

21 41 
(6,415)

20,620 
125 189 13   

千葉第五工場 
(千葉県松尾町) 

鋼構造物 
生産設備 

108 62 30,764 536 707 14   

筑 波 工 場 
(茨城県千代川村) 

プレキャスト 

コンクリート 
生産設備 

263 57 
(429)

66,193 
544 865 16   

大阪支店・工場 
(大阪府羽曳野市) 

営業・事務

鋼構造物 
生産設備 

34 21 
(2,598)

15,270 
73 129 12   

岡 山 工 場 
(岡山県笠岡市) 

鋼構造物 
生産設備 

52 42 21,521 13 107 13   

中国支店・山口工場 
(山口県下松市) 

事務 
鋼構造物 
生産設備 

559 153 42,950 1,065 1,778 40   

広島営業所 
(広島市中区) 

営業 ― 0 ― ― 0 2   

そ の 他   200 13 
68,892

〔33,936〕 
664 878 ―   

計   1,655 615 
(19,242)

345,843 
〔34,227〕 

3,870 6,141 279   

名称 リース期間 年間リース料 備考 
超高速ドリルマシン他 ２～７年 47百万円 所有権移転外ファイナンスリース



第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

  

(2)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(4)【所有者別状況】 
                                  平成17年9月30日現在 

（注）1.自己株式337,313株は、「個人その他」に337単元、「単元未満株式の状況」の中に313株含まれています。 
なお、自己株式337,313株は、株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的所有株式数は336,313株であります。 
「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が18単元含まれています。 

  

種  類 会社が発行する株式の総数(株) 

普 通 株 式 40,000,000 

計 40,000,000 

種 類 
事業年度末現在発行数(株) 

(平成17年9月30日) 

提出日現在発行数(株) 

(平成17年12月22日) 

上場証券取引所名又 

は登録証券業協会名 
内 容 

普通株式 15,000,000 15,000,000 東京証券取引所第二部 ― 

計 15,000,000 15,000,000 ― ― 

年 月 日 
発行済株式 

総数増減数 

（株） 

発行済株式 

総数残高 

（株） 

資本金 

増減額 

(千円) 

資本金 

残 高 

(千円) 

資本準備金 

増 減 額 

(千円) 

資本準備金 

残      高 

(千円) 

平成16年10月1日 

～平成17年9月30日 
― 15,000,000 ― 955,491 ― 572,129 

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満 

株式の状況 

(株) 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他 

の法人 

外国法人等 個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数 

（人） 
― 20 12 32 14 ― 1,386 1,464 ― 

所有株式数 

（単元） 
― 2,157 112 6,727 1,080 ― 4,743 14,819 181,000 

所有株式数の

割合（％） 
― 14.56 0.76 45.39 7.29 ― 32.00 100.00 ― 



(5)【大株主の状況】 
                                  平成17年9月30日現在 

(注) 1.上記のほか、当社所有の自己株式337千株（2.24％）があります。 

  

(6)【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
                                 平成17年9月30日現在 

(注) 1. 「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が18,000株(議決権の数18個) 
含まれています。 

2. 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式313株が含まれています。 

② 【自己株式等】 
                                  平成17年9月30日現在 

(注) 上記のほかに株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権の数1個)あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含めています。 

  

  

(7)【ストックオプション制度の内容】 

        該当事項はありません。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(千株) 

発行済株式総数に対

する所有株式数の割

合（％） 

伊藤忠丸紅テクノスチール株式会社 東京都中央区日本橋室町2丁目4番3号 2,500 16.66 

株式会社メタルワン 東京都港区芝3丁目23番1号 2,500 16.66 

川岸興産株式会社 福岡市博多区博多駅前3丁目16番10号 775 5.16 

JＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町2丁目2番3号 698 4.65 

バンクオブニューヨークジーシーエムクライ

アントアカウンツイーアイエスジー 

常任代理人 株式会社東京三菱銀行 
東京都千代田区丸の内2丁目7番1号 657 4.38 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

（証券投資信託口） 
東京都中央区晴海1丁目8番12号 452 3.01 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社(信託口) 
東京都港区浜松町2丁目11番3号 442 2.94 

川 岸  隆 一 千葉県柏市富里1丁目4番23号 390 2.60 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2丁目2番1号 310 2.06 

計   8,724 58.16 

区  分 株 式 数(株) 議決権の数(個) 内  容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

― ― 
普通株式 336,000 

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,483,000 14,483 ― 

単元未満株式 普通株式 181,000 ― ― 

発行済株式総数   15,000,000 ― ― 

総株主の議決権   ― 14,483 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有

株式数(株) 
他人名義所有

株式数(株) 
所有株式数 
の合計(株) 

発行済株式総数

に対する所有株

式 数 の 割 合

（％） 

川岸工業㈱ 
東京都港区東新橋 
1丁目2番13号 

336,000 ― 336,000 2.24 

計 ―
 

336,000 ― 336,000 2.24 



  

  

２【自己株式の取得等の状況】 

  

(1)【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】
 

     該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】
 

該当事項はありません。 

   

３【配当政策】 

当社の配当政策の基本的な考え方は、収益状況に見合った配当を安定的に行うとともに、競争が厳しい鉄骨業界において、企

業体質の強化及び事業の伸展による経営の安定を図りたく、そのために内部留保を充実させることを勘案して決定することであ

ります。 

当期の配当につきましては、当期の業績ならびに今後の厳しい見通し等を考慮し、１株につき5円とさせて頂きました。 

  

４【株価の推移】 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】 

     （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

回 次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

最高（円） 310 260 350 326 639 

最低（円） 220 203 172 220 284 

月 別 平成17年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高（円） 550 535 490 440 608 639 

最低（円） 488 426 416 398 422 545 



５【役員の状況】 

役名及び職名 
氏  名 
（生年月日） 

略   歴

所有 

株式数 

（千株） 

取締役社長 

（代表取締役） 

川 岸 隆 一 

昭和16年1月24日生 

昭和38年４月 当社入社 

３９０ 

昭和53年４月 当社千葉第三工場長 

昭和54年12月 当社取締役 

昭和57年12月 当社営業部長 

平成２年10月 当社工務部長兼営業部長 

平成５年12月 当社常務取締役 

平成６年12月 当社橋梁部長 

平成８年12月 当社代表取締役社長（現職） 

平成13年10月 川岸プランニング㈱代表取締役社長（現職） 

専務取締役 

（大阪、中国地区担当） 

藤 田 高 久 

昭和14年5月14日生 

昭和34年１月 当社入社 

１２ 

昭和61年４月 当社広島支店次長兼徳山工場長 

平成２年１月 当社広島支店長 

平成２年12月 当社取締役 

平成10年12月 当社常務取締役 

平成13年12月 当社専務取締役（現職） 

取締役 

（東京支店製造担当 

兼千葉第一工場長） 

金 本 秀 雄 

昭和25年８月24日生 

昭和48年４月 当社入社 

８ 

昭和61年９月 当社千葉第五工場長 

平成７年10月 当社千葉第一工場長 

平成10年12月 当社取締役（現職） 

平成11年４月 当社工務部長 

平成11年12月 当社営業部長 

平成17年12月 当社千葉第一工場長（現職） 

取締役 

（コンクリート事業部長 

兼工務部長） 

髙 橋 恵 一 

昭和22年7月31日生 

昭和47年４月 日本鋼管㈱入社 

６ 

平成８年１月 当社工務部長兼技術開発部長 

平成11年４月 当社千葉第一工場長 

平成11年12月 当社取締役（現職） 

平成14年10月 当社広島支店長 

平成15年10月 当社中国支店長 

平成16年６月 当社千葉第一工場長 

平成17年12月 当社コンクリート事業部長兼工務部長（現職） 

取締役 

（総務部長） 

荒 滝 昇 一 

昭和22年6月11日生 

昭和46年４月 日本鋼管㈱入社 

８ 平成９年３月 当社総務部長（現職） 

平成12年12月 当社取締役（現職） 

取締役 

（営業部長） 

髙 梨 雄 介 

昭和18年6月4日生 

昭和37年４月 大木建設㈱入社 

２ 

昭和39年４月 日本エンジニアリング㈱入社 

昭和50年４月 日本鋼管㈱入社 

平成15年４月 当社営業部長（現職） 

平成17年12月 当社取締役（現職） 



  

（注）１．取締役歳谷秀幸および鈴木徹男は、商法第１８８条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 
２．監査役工藤健二および矢部一郎は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に定める社外

監査役であります。 

取締役 
歳 谷 秀 幸 

昭和26年11月25日生 

昭和49年４月 丸紅㈱入社 

― 

平成12年４月 丸紅鉄鋼建材㈱東京営業本部長 

平成13年10月 伊藤忠丸紅テクノスチール㈱ 

常務取締役東京営業本部長 

平成13年12月 当社取締役（現職） 

平成16年７月 伊藤忠丸紅テクノスチール㈱ 

常務取締役西日本営業本部長 

平成17年４月 同社専務執行役員西日本営業本部長（現職） 

取締役 
鈴 木 徹 男 

昭和26年7月8日生 

昭和50年４月 三菱商事㈱入社 

― 

平成13年６月 同社鉄鋼国内事業部薄板ユニット部長 

平成14年４月 同社鉄鋼国内事業部 

建設鋼材・冷鉄源ユニット電炉事業室長 

平成15年１月 ㈱メタルワン 薄板部長 

平成17年１月 同社条鋼建材部長（現職） 

平成17年３月 日商岩井金属資源㈱代表取締役（現職） 

平成17年12月 当社取締役（現職） 

常勤監査役 
宗 像 忠 恕 

昭和15年2月17日生 

昭和39年２月 当社入社 

１ 
平成10年11月 当社千葉第一工場総務部長 

平成16年12月 当社監査役 

平成17年12月 当社常勤監査役（現職） 

監査役 
工 藤 健 二 

昭和20年5月28日生 

昭和43年４月 ㈱松田設計事務所入社 

４ 

昭和50年７月 住吉浜開発㈱入社 

昭和54年１月 川岸興産㈱入社 

昭和60年５月 川岸興産㈱代表取締役（現職） 

平成３年４月 ㈱エイアンドエイ連合代表取締役（現職） 

平成15年12月 当社監査役（現職） 

監査役 
矢 部 一 郎 

昭和22年7月13日生 

昭和45年４月 安宅産業㈱入社 

― 

昭和52年10月 伊藤忠商事㈱入社 

平成７年10月 同社大阪鉄鋼第二部長 

平成13年10月 伊藤忠丸紅テクノスチール㈱ 

常務取締役西日本営業本部長 

平成16年６月 同社常務取締役管理本部長 

平成17年４月 同社常務執行役員管理本部長（現職） 

平成17年12月 当社監査役（現職） 

計 １１名     ４３１ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社ではコーポレート・ガバナンスの充実を経営上の最重要課題と位置づけております。当社の取締役と監査役は、各々に与え

られた責任において、その実現のため努力しております。 

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

 

取締役会は、常勤取締役６名および社外取締役２名の計８名で構成しており、毎月１回開催を定例とし、法令で定められた事

項や、経営上の重要事項について充分な議論を行い、迅速な意思決定を行なっております。 

当社は監査役会制度を採用しております。監査役会は監査役３名で構成されており、うち２名が社外監査役であります。監査

役は取締役会に毎回出席し、常勤監査役は社内の重要な会議には全て出席し、必要に応じ意見を述べております。 

情報のディスクロージャーにつきましては、当社のホームページ上に最新情報を掲載するなど透明性の確保と充実に努めてお

ります。 

(2)リスク管理体制の整備の状況

 

当社では、高場法律事務所と顧問契約を締結し、日常発生する法律問題全般に関して、助言と指導を受けております。 

また、会計監査については、八重洲監査法人と監査契約を締結し、適時適正な監査を受けております。 

(3)役員報酬の内容

 

当事業年度において取締役及び監査役に支払った報酬は次のとおりであります。 

取締役            ３１百万円 

監査役              ７百万円 

(4)監査報酬の内容

 

当社の八重洲監査法人への公認会計士法(昭和２３年法律第１０３号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は、１１百万

円であります。 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

(5)社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係、その他の利害関係

 

当社の大株主であります伊藤忠丸紅テクノスチール株式会社及び株式会社メタルワンから、それぞれ社外取締役と社外監査役

を派遣して頂いております。また、両社は、当社の主要材料である鋼材の仕入先でもあります。 

(6)会計監査の状況

 

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び提出会社に係る継続監査年数は、次のとおりであります。 

また、監査業務に係る補助者の構成は次のとおりであります。 

公認会計士   ５名  会計士補   ３名 

  

監査法人名 氏   名 継続監査年数 

八重洲監査法人 原田   清 ２０年 

八重洲監査法人 岡村  憲一 １１年 



第５【経 理 の 状 況】 

  

1. 財務諸表の作成方法について 

  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和３８年大蔵省令第５９号、以下「財務諸表等規

則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和２４年建設省令第１４号）により作成しています。 

  ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成１６年１月３０日内閣府令第

５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しています。 

  

2. 監査証明について 

  当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、前事業年度（自平成１５年１０月１日至平成１６年９月３０日）及び当事業年

度（自平成１６年１０月１日至平成１７年９月３０日）の財務諸表について、八重洲監査法人の監査を受けております。 

  

3. 連結財務諸表について 

  「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５１年大蔵省令第２８号）第５条第２項により、当社では、子会

社である川岸工事株式会社及び川岸プランニング株式会社については、資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営

成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成していません。 

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

   資産基準     1.5％ 

   売上高基準    0.0％ 

   利益基準     1.1％ 

   利益剰余金基準 △0.0％ 

  

 



  

1【連結財務諸表等】 

  

 (1)【連結財務諸表】 

   該当事項はありません。 

  

 (2)【そ の 他】 

    該当事項はありません。 

  



２【財務諸表等】 

     (1) 【財務諸表】 

     ① 【貸借対照表】
 

    前事業年度

（平成16年9月30日） 
当事業年度 

（平成17年9月30日） 

区 分 
注記
 

番号 

金  額 

（千  円） 

構成比

（%） 

金  額 

（千  円） 

構成比

（%） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

1 現金預金     3,232,000     1,676,301   

2 受取手形 *1   695,043     1,262,900   

3 完成工事未収入金     2,950,122     5,837,947   

4 有価証券     301,234     105,187   

5 未成工事支出金     7,760,116     7,382,419   

6 材料貯蔵品     173,366     221,013   

7 前払費用     2,855     3,262   

8 未収入金     427,381     418,226   

9 繰延税金資産     30,499     26,347   

10 その他流動資産     191,916     70,723   

11 貸倒引当金     △29,492     △56,177   

   流動資産合計     15,735,045 60.7   16,948,152 63.1 

Ⅱ 固定資産               

1 有形固定資産               

(1) 建物    4,015,622     4,031,519     

減価償却累計額   △2,470,081 1,545,540   △2,555,089 1,476,429   

(2) 構築物   756,462     757,149     

減価償却累計額   △554,658 201,803   △577,982 179,167   

(3) 機械装置   4,120,261     4,135,332     

減価償却累計額   △3,470,954 649,306   △3,548,145 587,187   

(4) 車両運搬具   73,678     72,597     

減価償却累計額   △66,323 7,354   △64,873 7,724   

(5) 工具器具備品   217,363     213,622     

減価償却累計額   △200,399 16,964   △193,332 20,289   

(6) 土 地     3,870,757     3,870,757   

有形固定資産計     6,291,727 24.3   6,141,555 22.9 

2 無形固定資産               

(1)借地権     2,400     2,400   

(2)その他無形固定資産     9,106     9,190   

無形固定資産計     11,506 0.0   11,590 0.0 

                



  

    前事業年度

（平成16年9月30日） 
当事業年度 

（平成17年9月30日） 

区 分 
注記
 

番号 

金  額 

（千  円） 

構成比 

（%） 

金  額 

（千  円） 

構成比 

（%） 

3 投資その他の資産              

  (1)投資有価証券     1,697,708     1,839,636  

  (2)関係会社株式     1,030,210     1,020,210  

  (3)長期貸付金     62,365     59,365  

  (4)関係会社長期貸付金     －     10,000  

  (5)長期前払費用     6,448     5,228  

  (6)役員保険料     340,543     321,385  

  (7)繰延税金資産     718,398     504,213  

  (8)その他投資等     110,239     63,457  

  (9)貸倒引当金     △84,690     △62,990  

     投資その他の資産計     3,881,221 15.0   3,760,506 14.0

固定資産合計     10,184,455 39.3   9,913,651 36.9

資産合計     25,919,501 100.0   26,861,804 100.0

               

(負債の部)              

Ⅰ 流動負債              

  1 工事未払金     2,921,773     3,694,346  

  2 短期借入金     400,000     400,000  

  3 未払金     2,260     －  

  4 未払費用     145,881     137,959  

  5 未払法人税等     －     16,217  

  6 未成工事受入金     2,157,001     2,039,810  

  7 預り金     48,231     26,326  

  8 賞与引当金     63,390     53,650  

9 その他流動負債     51,945     155,766  

   流動負債合計     5,790,483 22.3   6,524,075 24.3

Ⅱ 固定負債              

  1 退職給付引当金     942,088     930,566  

  2 役員退職慰労引当金     76,820     81,186  

  3 その他固定負債     10,184     27,841  

  固定負債合計     1,029,092 4.0   1,039,595 3.9

   負債合計     6,819,576 26.3   7,563,670 28.2

               



  

  

  

    前事業年度

（平成16年9月30日） 
当事業年度 

（平成17年9月30日） 

区 分 
注記

 

番号 
金  額 

（千  円） 
構成比 

（%） 
金  額 

（千  円） 
構成比 

（%） 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 *2   955,491 3.7   955,491 3.6

Ⅱ 資本剰余金              

  1.資本準備金     572,129     572,129  

   資本剰余金合計     572,129 2.2   572,129 2.1

Ⅲ 利益剰余金              

  1.利益準備金     238,872     238,872  

  2.任意積立金              

  (1)配当平均積立金   360,000     285,000    

  (2)固定資産圧縮積立金   46,891     42,289    

  (3)別途積立金   17,200,000 17,606,891   16,868,000 17,195,289  

  3.当期未処分利益     －     77,327  

  又は当期未処理損失     337,441     －  

   利益剰余金合計     17,508,322 67.5   17,511,490 65.2

Ⅳ その他有価証券評価 

差額金 
  

  154,310 0.6   355,113 1.3

Ⅴ 自己株式 *3   △90,328 △0.3   △96,091 △0.4

  資本合計     19,099,925 73.7   19,298,133 71.8

  負債・資本合計     25,919,501 100.0   26,861,804 100.0

               



 ②【損益計算書】 

  

  

  

  

  

  

前事業年度

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当事業年度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

区  分 
注記 

番号 
金  額

（千  円） 
百分比

（%） 
金  額 
（千  円） 

百分比

（%） 

Ⅰ 完成工事高     12,537,466 100.0   19,675,034 100.0 

Ⅱ 完成工事原価     12,893,087 102.8   19,124,768 97.2 

  完成工事総利益     － －   550,265 2.8 

   又は完成工事総損失     355,621 △2.8   － － 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

 1.役員報酬   39,956     39,674     

 2.従業員給料手当 *1 269,949     265,892     

 3.退職金   33     213     

 4.退職給付費用   15,734     14,160     

 5.役員退職慰労引当金繰入額   9,543     8,686     

 6.法定福利費   35,321     35,894     

 7.福利厚生費   5,133     6,106     

 8.修繕維持費   7,184     4,481     

 9.事務用品費   12,039     9,326     

10.通信交通費   33,004     30,264     

11.動力用水光熱費   8,748     7,684     

12.調査研究費 *3 3,598     －     

13.貸倒引当金繰入額   －     30,185     

14.交際費   14,690     18,534     

15.寄付金   300     360     

16.地代家賃   42,637     28,964     

17.減価償却費 *2 32,776     21,379     

18.租税公課   37,691     43,809     

19.保険料   10,488     5,147     

20.雑費   44,175 623,010 5.0 49,650 620,414 3.2 

△0.4   営業損失     978,631 △7.8   70,149 

Ⅳ 営業外収益               

 1.受取利息   26,078     26,208     

 2.受取配当金   8,983     17,880     

 3.不動産賃貸料   110,649     79,158     

 4.鉄屑売却益   41,736     56,862     

 5.雑収入   58,460 245,907 2.0 84,873 264,983 1.3 

Ⅴ 営業外費用               

1.支払利息   2,663     2,681     

2.有形固定資産除却損   5,925     1,802     

3.雑支出   1,961 10,551 0.1 3,479 7,963 0.0 

    経常利益     － －   186,870 0.9 

  又は経常損失     743,274 △5.9   － － 



  

  

 

  

  

  

  

  

  

前事業年度

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当事業年度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

区  分 
注記 

番号 
金  額

（千  円） 
百分比

（%） 
金  額 
（千  円） 

注記 

番号 

Ⅵ 特別利益               

  1.貸倒引当金戻入益   14,819     －     

  2.有価証券償還益   12,390     －     

  3.保険金収入   － 27,209 0.2 5,508 5,508 0.0 

Ⅶ 特別損失               

 1.会員権評価損   41,340     9,650     

  2.投資有価証券評価損   31,050     －     

  3.関係会社株式評価損   －     9,999     

  4.その他   1,865 74,255 0.6 3,520 23,169 0.1 

  税引前当期純利益     － －   169,208 0.9 

  又は税引前当期純損失     790,320 △6.3   － － 

  法人税、住民税及び事業税   3,090     12,132     

  法人税等調整額   △318,551 △315,461 △2.5 80,517 92,649 0.5 

  当期純利益     － －   76,558 0.4 

  又は当期純損失     474,859 △3.8   － － 

  前期繰越利益     137,417     769   

  当期未処分利益     －     77,327   

  又は当期未処理損失     337,441     －   

                



完成工事原価報告書 

(注) 原価計算は、個別原価計算によって各工事毎に原価を材料費・労務費・外注費及び経費の要素別に分類集計しています。 

  

  

  

  

  

前事業年度

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当事業年度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

区 分 
注記 

番号 
金 額 
（千 円） 

構成比

（％） 
金 額

（千 円） 
構成比

（％） 

Ⅰ 材料費   6,298,709 48.9 9,755,923 51.0 

Ⅱ 労務費 

 （うち労務外注費） 

  

  

942,495 

(    －) 

7.3 

( －) 

1,191,842 

(    －) 

6.2 

( －) 

Ⅲ 外注費   4,684,575 36.3 6,893,129 36.0 

Ⅳ 経費 

 （うち人件費） 

  

  

967,306 

( 30,531) 

7.5 

(0.2) 

1,283,874 

( 39,080) 

6.7 

(0.2) 

  完成工事原価計   12,893,087 100.0 19,124,768 100.0 



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
  

  前事業年度

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当事業年度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

区 分 
注記 

番号 
金  額

(千  円) 
金  額 
(千  円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー           
税引前当期純利益   △790,320   169,208   
減価償却費   237,464   212,783   
貸倒引当金の増減額 (減少：△)   10,381   4,985   
退職給付引当金の増減額(減少：△)   △48,954   △11,522   
役員退職慰労引当金の増減額(減少：△)   8,303   4,367   
受取利息及び受取配当金   △35,061   △44,088   
支払利息   2,663   2,681   
有価証券売却損益   △4,369   －   
有形固定資産除却損   5,925   1,802   
会員権評価損   41,340   9,650   
投資有価証券評価損   31,050   －   
関係会社株式評価損   －   9,999   
投資有価証券売却損益   △7,155   －   
売上債権の増減額(増加：△)   1,554,454   △3,455,682   
未成工事支出金の増減額(増加：△)   △1,558,333   377,696   
その他のたな卸資産の増減額(増加：△)   △155,569   △47,647   

仕入債務の増減額(減少：△)   856,481   772,573   
未成工事受入金の増減額(減少：△)   △202,428   △117,192   
役員賞与の支払額   △15,000   －   
その他   △575,112   203,678   

       小  計   △644,240   △1,906,709   

  利息及び配当金の受取額   36,248   47,531   
  利息の支払額   △2,711   △2,684   
  法人税等の支払額   △51,073   4,084   

   営業活動によるキャッシュ・フロー   △661,776   △1,857,778   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー           
   有価証券の取得による支出   －   △100,000   
   有価証券の売却による収入   411,369   400,000   
   有形固定資産の取得による支出   △185,003   △62,706   
   無形固定資産の取得による支出   △8,015   △1,790   
   投資有価証券の取得による支出   △362,875   △8,450   
   投資有価証券の売却による収入   100,081   100,000   
   長期貸付けによる支出   －   △14,000   
   長期貸付金の回収による収入   3,000   7,000   
   保険料の払戻による収入   88,211   24,665   
   その他   △1,393   36,513   

   投資活動によるキャッシュ・フロー   45,375   381,232   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー           
  短期借入金の返済による支出   △50,000   －   
  自己株式の取得による支出   △1,530   △5,762   
  配当金の支払額   △117,470   △73,390   

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △169,000   △79,153   

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)   △785,401   △1,555,699   
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   4,017,401   3,232,000   
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   3,232,000   1,676,301   
            



 ④【利益処分計算書】
 

 （注）1.事業年度欄日付は株主総会承認日であります。 

  

    前事業年度

（平成16年12月17日） 
当事業年度 

（平成17年12月20日） 

区  分 
注記 

番号 
金  額

(千  円) 
金  額 
(千  円) 

            
Ⅰ 当期未処分利益     －   77,327

  又は当期未処理損失     337,441   －

Ⅱ 任意積立金取崩額           
  1 固定資産圧縮積立金取崩額   4,601   4,757   
  2 配当平均積立金取崩額   75,000   －   
  3 別途積立金取崩額   332,000 411,601 － 4,757

合 計     74,159   82,085

Ⅲ 利益処分額           
  1 株主配当金   73,390   73,318   
    （1株につき）   （5円） 73,390 （5円） 73,318

Ⅳ 次期繰越利益     769   8,766

            



  

 重要な会計方針 

  

  前事業年度

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当事業年度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

1.有価証券の評価基準及び評価方

法 

(１)満期保有目的の債券 

償却原価法 

(２)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(３)その他有価証券 

①時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

 ②時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

(１)満期保有目的の債券 

同左 

(２)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(３)その他有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

  

  

②時価のないもの 

同左 

2.棚卸資産の評価基準及び評価方

法 

未成工事支出金 個別法による原価法 

材料貯蔵品     移動平均法による原価法 

未成工事支出金   同左 

材料貯蔵品     同左 

3.固定資産の減価償却の方法 (１)有形固定資産 

定率法によっています。ただし、平

成10年４月１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)については、定額

法を採用しています。 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっています。 

(２)無形固定資産 

定額法によっています。 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っています。 

また、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっていま

す。 

(３)長期前払費用 

定額法によっています。 

(１)有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

(２)無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

(３)長期前払費用 

同左 

4.引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒による損

失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しています。 

(２)賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、将

来の支給見込額のうち当期の負担額

を計上しています。 

(１)貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

(２)賞与引当金 

同左 

  



  

  

 表示方法の変更 

  

  前事業年度

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当事業年度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

  (３)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、期

末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上していま

す。 

なお、会計基準変更時差異（666百万

円の余剰）については、１５年によ

る按分額を費用から控除していま

す。 

過去勤務債務及び数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数(９年)によ

る定率法により、翌期から費用処理

することにしています。 

(３)退職給付引当金 

同左 

  

(４)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しています。 

(４)役員退職慰労引当金 

同左 

5.完成工事高の計上基準 完成工事高の計上は、工事完成基準によ

っています。 

同左 

6.リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

ます。 

同左 

7.キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から3

ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっています。 

 同左 

8.消費税等の会計処理 税抜方式によっています。 同左 

  前事業年度

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当事業年度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

未収入金の表示方法 その他流動資産の「未収入金」は、資産

総額の１００分の１を超えたため、当期

より区分掲記しています。 

なお、前期の「未収入金」は、31,535千

円であります。 

― 



注 記 事 項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
 

摘    要 
前事業年度

（平成16年9月30日） 
当事業年度 

（平成17年9月30日） 

*1.この外に受取手形裏書譲渡高   512,717 千円  716,811 千円

*2.会社が発行する株式の総数 普通株式 40,000 千株 普通株式 40,000 千株

発行済株式の総数 普通株式 15,000 千株 普通株式 15,000 千株

*3.自己株式の保有数 普通株式 321,871 株 普通株式 336,313 株

4.商法施行規則第124条第３号に規定する資

産に時価を付したことにより増加した純資

産額 
  

 

154,310

  
千円 

 
  

355,113 
  
千円 

摘         要 
前事業年度

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当事業年度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

*1.下記の通り賞与引当金繰入額を配賦しています。       

賞与引当金繰入額 (63,390) 千円 (53,650) 千円

当期完成工事配賦額 24,289  26,614   

当期未成工事配賦額 26,739  16,520   

当期一般管理費配賦額 12,361  10,515   

*2.下記の通り減価償却費を配賦しています。        

償却実施額(100％償却) 232,198 千円 211,075 千円

前期未成工事に対する配賦償却額 78,958  105,860   

計 311,156  316,936   

当期完成工事配賦額 179,654  209,215   

当期未成工事配賦額 105,860  89,881   

当期一般管理費配賦額 23,016  17,839   

長期前払費用の償却を一般管理費に計上しました。 5,265  1,345   

*3.一般管理費に含まれている研究開発費(調査研究費) 3,598 千円 ― 千円

摘         要 

前事業年度 

（自平成15年10月1日 

至平成16年9月30日） 

当事業年度 

（自平成16年10月1日 

至平成17年9月30日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

   

  
現金預金 

   3,232,000 千円  1,676,301 千円

現金及び現金同等物   
 

3,232,000

  
  

1,676,301 
 



 (リース取引関係) 

  

  
前事業年度 

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当事業年度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

    

      

①リース物件の取得

価額相当額、減価

償却累計額相当額

及び期末残高相当

額 

  取得価額

相当額 
  
  (千円) 

減価償却

累計額相

当額 
  (千円) 

期末残高

相当額 
  
  (千円) 

機 械 

装 置 
404,357 281,648 122,708 

工具器 

具備品 25,200 25,106 93 

その他 9,512 6,377 3,135 

計 439,069 313,131 125,937 

  取得価額

相当額 
  
  (千円) 

減価償却

累計額相

当額 
  (千円) 

期末残高

相当額 
  
  (千円) 

機 械

装 置
346,202 252,000 94,201 

工具器

具備品
9,276 3,987 5,288 

その他 3,300 825 2,475 

計 358,778 256,812 101,965 

      

②未経過リース料期

末残高相当額 
  1年内 43,120 千円  1年内 26,957 千円

  1年超 86,771   1年超 77,418   

    合計 129,892   合計 104,376   
     

③支払リース料、減

価償却費相当額及

び支払利息相当額 

   

支払リース料           57,627  千円         47,202  千円 
減価償却費相当額         52,274         43,272 
支払利息相当額          3,066         2,383 

     

④減価償却費相当額

の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっています。 
同 左

⑤利息相当額の算定

方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

います。 

同 左



(有価証券関係） 

 1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの
 

  

  2. 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 3. その他有価証券で時価のあるもの 

  

種類 

前事業年度

（平成16年9月30日） 
当事業年度 

（平成17年9月30日） 
貸借対照表 
計上額 
(千円) 

時  価

(千円) 
差  額

(千円) 

貸借対照表

計上額 
(千円) 

時  価 
(千円) 

差  額

(千円) 

(1)時価が貸借対照表計上

額を超えるもの 
            

社 債 501,093 511,040 9,946 199,902 205,960 6,057 

小 計 501,093 511,040 9,946 199,902 205,960 6,057 

(2)時価が貸借対照表計上

額を超えないもの 

            

社 債 － － － － － － 

その他 100,000 99,500 △500 － － － 

小 計 100,000 99,500 △500 － － － 

合 計 601,093 610,540 9,446 199,902 205,960 6,057 

種類 

前事業年度 
（平成16年9月30日） 

当事業年度 
（平成17年9月30日） 

貸借対照表 
計上額 
(千円) 

時  価 
(千円) 

差  額

(千円) 

貸借対照表

計上額 
(千円) 

時  価 
(千円) 

差  額

(千円) 

関連会社株式 1,015,560
 

2,060,136
 

1,044,576
 

1,015,560
 

2,582,424
 

1,566,864
 

合 計 
1,015,560

 
2,060,136

 
1,044,576

 
1,015,560

 
2,582,424

 
1,566,864

 

種類 

前事業年度

（平成16年9月30日） 
当事業年度 

（平成17年9月30日） 

取得原価 
(千円) 

貸借対照表

計上額 
(千円) 

差  額

(千円) 
取得原価

(千円) 

貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差  額

(千円) 

(1)貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
            

株 式 281,842 565,026 283,183 301,008 845,606 544,598 

社 債 5,000 5,090 90 5,000 5,187 187 

その他 24,910 28,060 3,150 432,073 491,160 59,086 

小 計 311,752 598,176 286,423 738,081 1,341,953 603,872 

(2)貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
            

株 式 10,714 7,384 △3,330 － － － 

社 債 100,000 98,540 △1,460 100,000 98,750 △1,250 

その他 438,075 416,663 △21,412 30,912 27,132 △3,780 

小 計 548,790 522,587 △26,203 130,912 125,882 △5,030 

合 計 860,543 1,120,763 260,220 868,993 1,467,835 598,842 



  

  

 4.時価評価されていない主な有価証券の内容および貸借対照表計上額 

  

 その他有価証券 

  

 5.その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

           次へ
 

前事業年度

（自平成15年10月1日 至平成16年9月30日） 
当事業年度

（自平成16年10月1日 至平成17年9月30日） 

その他有価証券で時価のないものについて、31,050千円

減損処理を行っています。なお、減損処理にあたって

は、１株当たり純資産額が、取得時の１株当たり純資産

額の50％以下になった場合に行っています。 

子会社株式で時価のないものについて、9,999千円減損処

理を行っています。なお、減損処理にあたっては、１株

当たり純資産額が、取得時の１株当たり純資産額の50％

以下になった場合に行っています。 

種 類 
前事業年度

(平成16年9月30日) 
(千円) 

当事業年度 
(平成17年9月30日) 

(千円) 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 277,086 277,086 

種類 

前事業年度 
(平成16年9月30日) 

当事業年度 
(平成17年9月30日) 

1年以内 
  

1年超 
5年以内 

5年超

10年以内 
10年超

  
1年以内

  
1年超

5年以内 
5年超 
10年以内 

10年超

  

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 

債券                 

社 債 301,234 199,858 － － 105,187 99,902 － － 

その他 100,000 － － 98,540 － － － 98,750 

その他 － － － － － － － － 

合 計 401,234 199,858 － 98,540 105,187 99,902 － 98,750 

前事業年度 
(自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当事業年度

(自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

当社は、デリバティブ取引を行っていませんので、該当

事項はありません。 
同  左



 （退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度、適格退職年金制度および厚生年金基金制度を設けています。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

３．退職給付費用に関する事項 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（注1）発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数による定率法により、翌期から費用処理することにしています。 
（注2）会計基準変更時差異（６６６百万円の余剰）については、１５年による接分額を費用から控除しています。 
  

  前事業年度 当事業年度 

（平成16年9月30日） （平成17年9月30日） 

（１）退職給付債務 1,013,903 千円 1,025,785 千円 

（２）年金資産 445,109   502,841   

（３）未積立退職給付債務 (1)－(2) 568,794   522,944   

（４）会計基準変更時差異の未処理額 △488,597   △444,179   

（５）未認識数理計算上の差異 

（６）未認識過去勤務債務 

118,753 

△3,450 

  39,227 

△2,670 
  

（７）退職給付引当金 (3)－(4)－(5)－(6) 942,088   930,566   

  前事業年度 

(自平成15年10月1日 

当事業年度 

(自平成16年10月1日 

至平成16年9月30日） 至平成17年9月30日） 

（１）勤務費用 47,480 千円 47,344 千円 

（２）利息費用 21,135   21,066   

（３）期待運用収益 6,680   6,677   

（４）会計基準変更時差異の費用処理額 △44,418   △44,418   

（５）数理計算上の差異の費用処理額 

（６）過去勤務債務の費用処理額 
34,666 

― 
  26,838 

△780 
  

（７）退職給付費用(1)＋(2)－(3)＋(4)＋(5)＋(6) 52,183   43,373   

  前事業年度 当事業年度 

（平成16年9月30日） （平成17年9月30日） 

（１）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

（２）割引率 2.0％ 2.0％ 

（３）期待運用収益率 1.5％ 1.5％ 

（４）過去勤務債務及び 

      数理計算上の差異の処理年数 (注1) 

  

9年 

  

9年 

（５）会計基準変更時差異の処理年数 (注２) 15年 15年 



５．厚生年金基金制度に関する事項 

  当社の厚生年金基金制度は、「自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない」 

総合設立の厚生年金基金ですので、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しています。 

  

  

（税効果会計関係） 

  

  

  前事業年度 当事業年度 

（平成16年9月30日） （平成17年9月30日） 

（１）掛金拠出額（年額） 28,506 千円 28,875 千円 

（２）掛金拠出割合により計算した年金資産時

価額（代行部分を含む） 
725,332   878,977   

  前事業年度 

（自平成15年10月1日 

至平成16年9月30日） 

当事業年度 

（自平成16年10月1日 

至平成17年9月30日） 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳 

       

         

繰延税金資産        

退職給付引当金損金算入限度超過額 359,269 千円 357,155 千円 

会員権評価損損金算入否認 71,662   58,927   

役員退職慰労引当金 31,266   33,043   

賞与引当金損金算入限度超過額 25,800   21,835   

貸倒引当金損金算入限度超過額 20,172   21,570   

欠損金 332,109   264,587   

その他   45,400     45,006   

繰延税金資産合計   885,678     802,123   

          

繰延税金負債         

固定資産圧縮積立金 29,821   26,556   

その他有価証券評価差額金 105,910   243,729   

その他   1,050     1,278   

繰延税金負債合計   136,781     271,563   

              

繰延税金資産の純額   748,897      530,560   

      

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との差異の原因となった主な項目

別の内訳 

税引前当期純損失のため、

該当事項はありません   

      

        

        

法定実効税率   40.7%   

(調整)       

交際費等永久に損金に算入されない項目   7.5%   

受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △2.2%   

住民税均等割等   8.8%   

税効果会計適用後の法人税等の負担率   54.8%   

      



（持分法損益等） 

(注) 当事業年度の「持分法を適用した場合の投資損益の金額」は、計算上「関連会社に対する投資の金額」を超えますが、関連会社

に対する債権が他に一切ないことから、「関連会社に対する投資の金額」を限度として「持分法を適用した場合の投資損益の金

額」を認識いたしました。 

  

（関連当事者との取引） 

前事業年度（自平成15年10月1日   至平成16年9月30日） 

子会社等 

(注)上記金額には、消費税等を含めています。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
当社と上記子会社との取引価額は、見積書と市場価格をもとに、協議の上決定しています。 
なお、支払条件は月末締め翌月17日払であります。 

  

当事業年度（自平成16年10月１日   至平成17年9月30日） 

子会社等 

(注)上記金額には、消費税等を含めています。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
当社と上記子会社等との取引価額は、見積書と市場価格をもとに、協議の上決定しています。 
なお、支払条件は子会社は月末締め翌月１７日払、関連会社は２０日締め翌月１５日払であります。 

  

  

  前事業年度

（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当事業年度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

1．関連会社に対する投資の金額 1,015,560 千円 1,015,560 千円

2．持分法を適用した場合の投資の金額 1,037,473  0 (注)

3．持分法を適用した場合の投資損益の金額 117,438  △1,015,560 (注)

属性 
会社等の

名称 
住 所 

資本金 
(千円) 

事業の内容 
議決権等の 

所有割合 

関係内容
取引の

内 容 

取引 

金額 
（千円） 

科 目 
期末 

残高 
(千円) 

役員の

兼任等 
事業上

の関係 

子会社 

川岸工事

㈱ 

千葉県 
東葛飾郡 

沼南町 
10,000 

鉄骨構造物

等の施工請

負、各種溶

接 

直  接

46.5％ 
1人

当社製

品の現 
場施工 

現場工

事施工 
493,834 

外 注 
未払金 

51,128

川岸プラ

ンニング

㈱ 

千葉県 
柏市 

10,000 
鉄骨構造物

等の設計請

負 

直  接

100％ 
2人

設計

請負 
設計

請負 
86,295 

外 注 
未払金 

5,613

属性 
会社等の 

名称 
住 所 

資本金 
(千円) 

事業の内容 
議決権等の 

所有割合 

関係内容
取引の

内 容 

取引 

金額 
（千円） 

科 目 
期末 

残高 
(千円) 

役員の

兼任等 
事業上

の関係 

子会社 

川岸工事

㈱ 
千葉県 
柏市 

10,000 

鉄骨構造物

等の施工請

負、各種溶

接 

直  接

46.5％ 
1人

当社製

品の現 
場施工 

現場工

事施工 
476,182 

外 注 
未払金 

30,582

川岸プラ

ンニング

㈱ 

千葉県 
柏市 

10,000 
鉄骨構造物

等の設計請

負 

直  接

100％ 
2人

設計

請負 
設計

請負 
57,871 

外 注 
未払金 

5,103

関連 

会社 
㈱サクラダ 

千葉市 
美浜区 

3,801,718 

橋梁・鉄構

物の設計、

製 作、組

立、据付な

らびに販売 

直  接

33.7％ 
1人

当社製

品の工 
場製作 

工場

製作 
72,186 

外 注 
未払金 

35,910



（1株当たり情報） 

  

  （注）1株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  前事業年度

（自平成15年10月1日 
     至平成16年9月30日） 

当事業年度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

1株当たり純資産額 1,301.25 円 1,316.05 円 

1株当たり当期純利益 － 5.22 円 

又は１株当たり当期純損失 32.35 円 －  

潜在株式調整後1株当たり当期純

利益又は1株当たり当期純損失 
なお、潜在株式調整後1株当たり当期

純損失については、潜在株式が存在し

ないため記載していません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載していません。 

  前事業年度
（自平成15年10月1日 
至平成16年9月30日） 

当事業年度 
（自平成16年10月1日 
至平成17年9月30日） 

当期純利益 ― 76,558 千円 

当期純損失 474,859 千円 ― 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 

普通株式に係る当期純利益 ― 76,558 千円 

普通株式に係る当期純損失 474,859 千円 ― 

普通株式の期中平均株式数 14,680,608  株 14,667,481  株 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

【その他】 

  

銘   柄 
株式数

（株） 
貸借対照表計上額

（千円） 

投資有価証券 株式 

ジェイエフイーホールディングス㈱ 75,000 276,750 
Resona Preferred Capital (Cayman)4 Limited 2 200,000 
三菱商事㈱ 65,018 145,641 
㈱りそなホールディングス 444 130,183 
㈱広島銀行 85,837 52,017 
㈱みずほフィナンシャルグループ優先株式 50 50,000 
大成建設㈱ 85,251 39,556 
㈱丸井 16,588 31,799 
前田建設工業㈱ 38,896 29,872 
㈱みずほフィナンシャルグループ 40 28,880 
㈱千葉興業銀行 11,000 25,080 
㈱大林組 26,422 20,714 
戸田建設㈱ 29,031 16,634 
その他11銘柄 175,436 75,561 
合   計 609,016 1,122,692 

銘   柄 
券面総額

（千円） 
貸借対照表計上額

（千円） 

有 価 証 券 

満期保有 
目的の債券 

住友金属工業株式会社第41回無担保社債 100,000 100,000 

計 100,000 100,000 
そ の 他 
有価証券 

松下電工株式会社第9回転換社債 5,000 5,187 

計 5,000 5,187 

投資有価証券 

満期保有 
目的の債券 

鹿島建設株式会社第17回無担保社債 100,000 99,902 

計 100,000 99,902 
そ の 他 
有価証券 

マルチコーラブル・円米ドル・デジタル

クーポン債 
100,000 98,750 

計 100,000 98,750 

合   計 305,000 303,839 

種類及び銘柄 
投 資 口 数 等

（千口） 
貸借対照表計上額

（千円） 

投資有価証券
 その他 
有価証券 

投資信託（ダイワ大輔） 50,000 33,360 
 〃  （底力） 50,000 61,635 
 〃  （Ⅰバイオ） 30,000 27,132 
 〃  （ダイワ日本株） 100,000 128,630 
 〃  （インカムスターファンド・ハイパー） 200,000 203,360 
 〃  （ダイワＳＲＩファンド） 50,000 64,175 

合 計 480,000 518,292 



【有形固定資産等明細表】 

  

（注）１．無形固定資産の金額は、資産総額の１００分の１以下につき、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記

載を省略しました。 
  

【社 債 明 細 表】 

       該当事項はありません。 

  

【借 入 金 等 明 細 表】 

  

  

 

資産の種類 
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価

償却累計額

又は償却累

計額 

当期償却額 
差   引

当期末残高 

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

有形固定資産           

建物 4,015,622 15,896 ― 4,031,519 2,555,089 85,008 1,476,429

構築物 756,462 687 ― 757,149 577,982 23,323 179,167

機械装置 4,120,261 34,077 19,006 4,135,332 3,548,145 95,246 587,187

車両運搬具 73,678 3,869 4,950 72,597 64,873 3,252 7,724

工具器具備品 217,363 8,175 11,916 213,622 193,332 4,245 20,289

土地 3,870,757 ―  ― 3,870,757 ― ― 3,870,757

有形固定資産計 13,054,145 62,706 35,873 13,080,978 6,939,423 211,075 6,141,555

無形固定資産           

借地権 ―  ―  ― 2,400 ― ―  2,400

その他 ―  ―  ― 16,022 6,833 1,706 9,190

無形固定資産計 ―  ―  ― 18,423 6,833 1,706 11,590

長期前払費用 20,206 126 155 20,177 14,948 1,345 5,228

区   分 
前期末残高

（千円） 
当期末残高

（千円） 
平均利率 
（％） 

返済期限

短 期 借 入金 400,000 400,000 0.67 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ― 

長 期 借 入金 
（１年以内に返済予定のものを除く） 

― ― ― ― 

そ の 他 の 有 利 子 負債 ― ― ― ― 

合   計 400,000 400,000 ― ― 



  

【資 本 金 等 明 細 表】 

  

（注）１．当期末における自己株式の数は、336,313株であります。 
   ２．当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

  

  

  

【引 当 金 明 細 表】 

  

（注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、洗替額です。 

区     分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資   本   金 （千円） 955,491 ― ― 955,491

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式(注１) （株） (15,000,000) (  ― ) (  ― ) (15,000,000)

普通株式 （千円） 955,491 ― ― 955,491

計 （株） (15,000,000) (  ― ) (  ― ) (15,000,000)

計 （千円） 955,491 ― ― 955,491

資本準備金 
及びその他 
資本剰余金 

(資本準備金)           

株式払込剰余金 （千円） 540,332 ― ― 540,332

合併差益 （千円） 31,797 ― ― 31,797

計 （千円） 572,129 ― ― 572,129

利益準備金 
及び任意積 
立金 

(利益準備金) （千円） 238,872 ― ― 238,872

(任意準備金)           

配当平均積立金 （千円） 360,000 ― 75,000 285,000

固定資産圧縮積

立金(注２) 
（千円） 46,891 ― 4,601 42,289

別途積立金 （千円） 17,200,000 ― 332,000 16,868,000

計 （千円） 17,845,764 ― 411,601 17,434,162

区分 
前期末残高 当期増加額 

当期減少額 

（目的使用） 

当期減少額 

（その他） 
当期末残高 

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

貸倒引当金 114,182 119,167 25,200 88,982 119,167 

賞与引当金 63,390 53,650 63,390 ―  53,650 

役員退職慰労引当金 76,820 8,686 4,319 ―  81,186 



（２）【主な資産及び負債の内容】  

① 資産の部  

（イ）現 金 預 金  

  

（ロ）受取手形  

  （a）相手 先 別 内 訳  

  

（ｂ）決 済 月 別内 訳  

  

 

区    分 金額（千円） 

現金   894   
預金 当座預金   774,901   

普通預金   496,952   
通知預金   50,000   
大口定期預金   350,000   
別段預金   3,552   

計   1,676,301   

相  手  先 金額（千円） 

㈱アルテス   732,092   
駒井鉄工㈱   160,000   
大林組㈱   83,937   
西松建設㈱   68,250   
阪和興業㈱   50,000   
その他   168,619   

計   1,262,900   

決  済  月 金額（千円） 

平成17年 10月     200,437   
  11月     230,017   
  12月     635,952   

平成18年 1月     196,492   

計   1,262,900   



（ハ）完成工事未収入金  

（ａ）相 手 先 別 内 訳  

  

（ｂ）滞 留 状 況    

     

（二）未成工事支出金  

  

  期末残高の内訳は次のとおりです。 

  

（ホ）材料貯蔵品  

  

 

相  手  先 金額（千円） 

鹿島建設㈱   1,345,873   
㈱アルテス   1,337,499   
大成建設㈱   1,327,252   
㈱竹中工務店   1,036,689   
㈱大林組   239,694   
その他   550,938   

計   5,837,947   

計上期別 金額（千円） 

平成１７年９月期計上額   5,785,659   

平成１６年９月期以前計上額   52,287   

計   5,837,947   

期首残高 
（千円） 

当期支出額 
（千円） 

完成工事原価への 
振替額 
（千円） 

期末残高 
（千円） 

7,760,116 18,747,071 19,124,768 7,382,419 

材 料 費 4,194,786 千円 
労 務 費 366,679   
外 注 費 2,415,389   
経    費 405,565   

計 7,382,419   

区    分 金額（千円） 

材 料 

形   鋼   162,164   
そ の 他   9,819   

計   171,983   

貯蔵品 ボルト、溶接棒、補助材料他   49,030   

  合   計   221,013   



②負債の部 

（イ）工事未払金 

 
 

  (ロ) 未成工事受入金 

  

  

  

（３）【その他】 

   特記事項はありません. 

  

  

相   手   先 金額（千円） 

伊藤忠丸紅テクノスチール㈱ 1,521,010   
㈱メタルワン建材 592,467   
ＪＦＥ商事建材販売㈱ 122,246   
日鉄商事㈱ 79,868   
神鋼商事㈱ 72,663   
その他 1,306,089   

計 3,694,346   

期首残高(千円) 当期受入額(千円) 
完成工事高への振替額

(千円) 
期末残高(千円) 

2,157,001 19,557,843 19,675,034 2,039,810 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

(注) 平成17年8月30日開催の取締役会において、名義書換代理人の変更が決議され、次のとおりとなりました。 

（平成17年10月1日から実施） 

  

決算期 ９月３０日 

定時株主総会 １２月中 

基準日 ９月３０日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券及び1,000株未満の株式数を表示した株券 

中間配当基準日 定款の規定はありません。 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
ユーエフジェイ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
ユーエフジェイ信託銀行株式会社 

取次所 ユーエフジェイ信託銀行株式会社 全国各支店 
野村證券株式会社 全国本・支店、営業所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
ユーエフジェイ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 
ユーエフジェイ信託銀行株式会社 

取次所 ユーエフジェイ信託銀行株式会社 全国各支店 
野村證券株式会社 全国本・支店、営業所 

買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 東京都において発行する日本経済新聞 

なお、当社は、定款に記載の日刊紙による決算公告に代え、貸借対照表及

び損益計算書を当社ホームページ(http://www.kawagishi.co.jp)に掲載。 

株主に対する特典
 

該当事項はありません。
 

名義書換代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

同取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国各支店 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】
 

当社には、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した証券取引法第25条

第1項各号に掲げる書類は、次のとおりであります 。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

   該当事項はありません。 

  

  

(1) 有価証券報告書

及びその添付書

類 

事業年度

（第58期） 

自平成15年 10月1日 平成16年12月 22日  関東財務局長に提出 

至平成16年 9月30日 

      

      

      

(2) 半期報告書 (第59期中) 自平成16年10月 1日 平成17年 6月 17日  関東財務局長に提出 

    至平成17年 3月31日 



  

独 立  監  査  人  の  監  査  報  告  書 

  

  

川 岸  工  業  株  式  会  社                                    平成１６年１２月１７日 

代表取締役社長      川  岸  隆  一  殿 

  

  

  

  

 八 重 洲 監 査 法 人 

  

                            代表社員 
                                  公認会計士           原田    清      印 
                            関与社員 

  

  

                            代表社員 
                                  公認会計士            岡村   憲一      印 
                            関与社員 

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川岸工業株式会社の平成１５年１

０月１日から平成１６年９月３０日までの第５８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川岸工業株式会社の平成１６年９月３

０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

(注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管していま

す。 



  

独  立  監  査  人  の  監  査  報  告  書 

  

  

川 岸  工  業  株  式  会  社                            平成１７年１２月２０日 

代表取締役社長      川  岸  隆  一  殿 

  

  

  

  

 八 重 洲 監 査 法 人 

  

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている川岸工業株式会社の平成１６年１

０月１日から平成１７年９月３０日までの第５９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川岸工業株式会社の平成１７年９月３

０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

追記情報 

第一部企業情報の第２.事業の状況における４.事業等のリスク(３)に、関連会社である株式会社サクラダの財政状態等について、記載している。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

代 表 社 員
  
公認会計士 原田    清      印 

業 務 執 行 社 員   
    
    

代 表 社 員
  
公認会計士 岡村   憲一      印 

業 務 執 行 社 員   

 (注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管していま

す。 
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